
第32回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　
　第32期（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

　
１．事業報告
　 業務の適正を確保するための体制及び

その運用状況の概要
　会社の支配に関する基本方針

　
２．連結計算書類
　 連結株主資本等変動計算書

　連結注記表
３．計算書類
　 株主資本等変動計算書

　個別注記表
　

株式会社ＡＣＣＥＳＳ
　
　

上記の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://jp.access-company.com/investors/）に掲載すること
により株主のみなさまに提供しております。
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　１ 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　＜業務の適正を確保するための体制＞

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに
当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体制についての決定内容の概要は、以
下のとおりであります。

　① 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Mission、Vision、Core Value（MVC)」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方
針及び基本的価値観とするほか、実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」、「コンプライ
アンス・マニュアル」等を制定し、周知徹底を図る。

２）取締役会において取締役会規程を制定し、当該規程に定める基準に従って会社の重要な業務執行を決定
する。

３）取締役会が取締役の職務の執行を監督するために、取締役は、会社の業務執行状況を定期的に取締役会
に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。

４）取締役の職務執行状況は、監査基準及び監査計画に従い、社外監査役を含む監査役の監査を受ける。
５）株主総会において知識･経験の豊富な社外取締役を選任し、良識に基づいた大所高所からの意見、助言
を得る。

６）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を制定し、コンプライアンス関連の通報、相談を受
け付ける。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に対して不利益となる措置を行わない。

７）社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織全体として毅然とした態
度で対応し、取引関係その他一切の関係をもたない体制を整備する。

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１）取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、書面
（電磁的記録を含む）により作成、保管、保存するとともに、取締役、監査役、会計監査人による閲覧、
謄写に供する。

２）取締役の職務の執行に係る情報については、法令又は「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則」に従い、必要十分な情報開示を行う。

３）情報セキュリティについては、「情報セキュリティ基本方針」、「情報セキュリティガイドライン」等を
策定するとともに、「情報セキュリティ委員会」の設置、開催を通して、情報セキュリティ管理体制を
整備し、安全かつ適正な情報資産の保有、活用、管理に取り組む。
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　③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１）「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、各部門及び各子会社のリスク管理業務を統括し、
リスク管理の基本方針、推進体制、リスク管理に関する規程の立案その他重要事項を総合的に決定す
る。

２）「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、各部門及び各子会社について監視すべきリスクを識別し、
関連する各部門、プロジェクトチーム及び役職員からのインプットに基づいて、リスク及びコントロー
ル状況のモニタリングを行う。

３）当社及び当社子会社の経営に重大な影響を及ぼすような危機的なリスクが、万が一発生した場合には、
代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、外部アドバイザーと連携して、迅速な対応を行うこ
とにより損害を最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を講ずる。

４）経営上の重大なリスクへの対応方針その他損失の危険に関する重要な事項は、経営会議において十分な
審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会で報告する。

　④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任の明確化を図る観点から、執行
役員制度を採用する。取締役会は、会社法に従い経営戦略及び重要な業務執行の決定並びに業務執行の
監視・監督の機能を担い、代表取締役社長及び一部の業務担当取締役並びに各部門の長の中から選任さ
れた者は、執行役員として業務を執行する。

２）代表取締役及び役付執行役員並びに取締役社長が特に指名した者から構成される経営会議を設置し、当
社グループ全体の基本方針及び重要な業務執行事項について審議し、取締役会で決定すべき事項を除き
その決定を行う。

３）「企業理念」を踏まえて、当社グループ全体の中期経営計画及び年次事業計画・予算を策定し、その進
捗を確認する。また、原価管理や経営情報の迅速かつ正確な把握を可能にするために、必要な基幹シス
テムを構築する。

４）組織、権限及び業務分掌に関する社内規程を制定し、役割、権限、責任及び手続の明確化を図る。
　⑤ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

　 当社及び当社子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国内外の
法令の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、全社及び業務プロセスにおける統制活動を強化
し、評価、維持、改善等を行うことで、財務報告の信頼性と適正性を確保する。
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　⑥ 当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Mission、Vision、Core Value（MVC)」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方
針及び基本的価値観とするほか、すべての社員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基
準」、「コンプライアンス・マニュアル」等を制定し、周知徹底を図る。問題があった場合には、就業規
則に従い、厳正な処分を行う。

２）代表取締役社長は、機会があるごとに、コンプライアンス（法令遵守、企業倫理）の重要性及びこれに
真剣に取り組む会社の方針・決意を社員に伝達する。

３）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を制定し、コンプライアンス関連の通報、相談を受
け付けるとともに、運用状況を定期的に監査役に報告する。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に
対して不利益となる措置を行わない。

４）代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施し、被監査部門に改善点等をフィ
ードバックするとともに、代表取締役社長及び監査役にその活動状況を報告する。内部監査室長は、取
締役会及び監査役会を除き、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。

５）「コンプライアンス・リスク管理委員会」及び法務部門が中心となって、コンプライアンスに関する社
員向けセミナー、研修を開催し、教育、啓発活動を行う。

　⑦ 当社企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）子会社の取締役又は監査役として、当社の取締役、監査役、執行役員又は社員を派遣する。派遣された
者は、子会社の取締役又は監査役として、子会社の取締役の業務執行の監視・監督又は監査を行う。

２）子会社の事業計画、経営状況、業務執行の状況等は、経営会議若しくは、代表取締役及び役付執行役員
並びに取締役社長が特に指名した者から構成される海外取締役会に報告させることにより、当社グルー
プ全体の業務執行状況の適時把握を図り、必要に応じて改善点等を指摘する。

３）各子会社は、自社の規模、事業の性質、所在国その他会社の特性を踏まえて、当社と連携をとりつつ、
独自に内部統制システムの整備を行う。

４）「企業理念」に加え、当社グループ役職員全員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」
を制定し、周知徹底を図る。また、所在国の状況に応じて各子会社は、「コンプライアンス・マニュア
ル」等を制定し、実践する。

５）当社と子会社間の取引条件については、統一的な取引スキームを設定して、いずれかに著しく不利益と
なったり、恣意的なものとなったりしないようにする。
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　⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
１）監査役から必要として要請があったときには、監査役の指揮命令下に監査役の職務を補助すべき社員を
配置する。

２）監査役の職務を補助すべき社員の人数、資格等に関しては、監査役と代表取締役社長との間の協議によ
り決定する。

　⑨ 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
１）監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下に置かれ、その業務に専念する。
２）監査役の職務を補助する社員の任命、異動等に関しては、監査役と代表取締役社長との間の協議により
決定する。

３）監査役の職務を補助する社員の人事考課、目標管理等については、常勤監査役が行う。
⑩ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制
１）監査役は、取締役会の他、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。
２）当社及び当社子会社の取締役、執行役員、社員は、監査役の求めに応じて、各社の業務執行の状況を報
告する。

３）当社及び当社子会社の取締役は、各社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、直ちに
監査役会に報告する。

４）当社は、当社及び当社子会社の取締役及び使用人が、監査役への報告を行ったことを理由として不利な
取り扱いを行うことを禁止する。

　⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、代表取締
役社長や執行役員等、業務を執行する者からの独立性を保持する。

２）監査役会は、代表取締役社長と定期的に会議をもち、重要課題等について協議、意見交換を行う。
３）監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査室に調査を依頼することができ
る。

４）監査役は、会計監査人と定期的に会議をもち、意見及び情報の交換を行う。
５）監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを請求した場合、速やかに応じる。
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　＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な運用に努
めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであ
ります。

　 １．取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項
取締役会は、社外取締役２名を含む取締役７名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も出席して
おります。当期においては、取締役会を13回開催し、重要な意思決定、職務執行の状況報告等について活発
な意見交換が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。

　 ２．リスク管理に関する事項
管理関係部門の責任者及び常勤監査役２名をメンバーとするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置
しており、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行う
とともに、未然防止策・対応策の立案・実行その他必要な事項の実施に関し、モニタリングを行い、これら
の活動状況に関し、年に１回取締役会に対し、報告を行っております。

　 ３．コンプライアンスに関する事項
当社グループの役職員に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライアンスセ
ミナー、その他研修を開催いたしております。また、「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を
整備した上で、内部通報窓口を開設し、問題の早期発見、早期解決に取り組んでおります。

　 ４．内部監査に関する事項
内部監査室により、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、規程その他社会規範等に則し、適
切な業務運営がなされているか、書類の閲覧及びヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室
長は、これらの監査結果について、取締役及び監査役並びに執行役員が出席する経営会議において報告を行
っております。

　 ５．監査役監査に関する事項
常勤監査役２名は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席するほか、役職員に対し個別のヒア
リングを行うことにより、取締役の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認するととも
に、会計監査人及び内部監査室とも情報交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っておりま
す。
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　２ 会社の支配に関する基本方針
　買収防衛策について
当社は、平成25年３月12日に開催された取締役会において、特定株主グループの議決権割合を20％以上
とすることを目的とする当社株式の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上と
なる当社株式の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。以下、こ
のような買付行為を「大規模買付行為」、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に関す
る対応方針の一部を改定（以下、改定後の対応方針を「本プラン」といいます。）の上、継続することを決
定致しました。本プランは、平成25年４月17日に開催の当社第29回定時株主総会において、株主の皆様の
ご承認をいただいております。本方針の詳細につきましては、インターネットの当社ホームページ（下記
URL）に掲載しております。
http://jp.access-company.com/files/2013/03/n130312_04.pdf
１）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、自ら生み出した技術で社会（産業・文化）を変革させ、社会に貢献し責任を果たすことを経営理
念としており、設立以来、組み込みソフトウェアの分野を中心に様々なソフトウェアを提供してまいりまし
た。また、インターネット時代の到来に先駆け、全ての機器をネットに繋ぐことをビジョンとして、先進的
な技術でユビキタス社会の実現をリードしてきました。これらの先進技術を企画・研究・開発し、その成果
を製品・技術・サービスとして世に送り出すことで、人々の生活の向上に貢献し、社会的責任を果たすこと
が当社の使命であると考えております。
これまでの事業活動を通じて、当社は、主要な通信事業者、メーカー及びサービス事業者を含む国内外の
数多くの顧客との良好な関係を築いてまいりました。また、昨今の通信ネットワーク及び端末技術の急速な
発展に伴い、従来の組み込みソフトウェアの提供に加えて、スマートフォンやタブレット端末等の高機能端
末上でクラウドに連携した様々な高付加価値サービスを実現するソリューションを提供する等、事業分野の
拡大を加速させております。今後も、さらに幅広い顧客・事業分野に対し当社の製品・技術・サービスを提
供していくことが、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることにつながるものと考えてお
ります。
これらの状況に鑑み、当社の事業やビジネス・モデルに関する理解が十分でない者による当社に対する大
規模な買付行為により、当社の顧客・取引先等を含む重要なステークホルダーとの関係が崩壊し、当社の企
業価値・株主共同の利益が毀損されることがないよう、当社株式の大規模買付行為に関するルール（以下、
「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求めること
としております。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、及び大規模買付行為が当社株主共同
の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会として一定の措置を講じる方針です。
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２）基本方針の実現に資する具体的な取組み
当社の企業価値は、新規技術ノウハウの蓄積、幅広い顧客・取引先との長期安定的な取引関係の維持・発
展、優秀な従業員の確保等、多くの要因によって支えられています。その中でも、当社は、顧客との継続的
な取引関係が、当社の企業価値を維持し、向上させる上で特に重要と考えております。そして、このような
取引関係を維持するためには、継続的な研究開発投資に基づき顧客に対して新規製品・技術を提供し続ける
ことが重要であり、また、顧客との関係において、当社が過度に特定企業へ取引上の依存度を高めたり、過
度に特定企業との資本的な結びつきを深めたりすることを回避し、業界内において中立的な立場を堅持する
ことが期待されております。
このような考えの下、当社は、今後も中期的な視点に基づき、当社を取り巻く事業環境・新規技術動向を
踏まえつつ、顧客・取引先へ新たな製品・サービスを提供することにより、継続的な取引関係の構築・深耕
に努めてまいります。
また、取締役及び監査役制度を中心としてコーポレートガバナンスのより一層の充実を図り、経営の効率
性、健全性及び透明性を確保していく所存であります。特に企業の永続的な発展のためには、企業利益の追
求と社会的責任を果たすことが重要であると考え、株主の皆様を含めた全てのステークホルダーとの円滑な
関係構築を目指し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。
３）基本方針に照らして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための
取組み
①本プランの目的
上記１）の基本方針に照らして、大規模な買付行為がなされた場合、これに応じるかどうかは、買付け

への応募を通じ、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。しかし、当社
の事業やビジネス・モデルに関する理解が十分でない者による当社に対する大規模な買付行為が行われた場
合、当社の顧客・取引先等を含む重要なステークホルダーとの関係が崩壊し、当社の企業価値・株主共同の
利益が毀損されかねません。そこで、当社は、大規模な買付行為が行われた場合、当該買付行為が当社の企
業価値・株主共同の利益に資するものであるかどうか、株主の皆様に適切にご判断いただき、提案に応じる
か否かを決定していただくためには、買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、
検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えます。さらに、当社株式を引き続き保有す
ることを考える株主の皆様にとっても、大規模な買付行為が当社に与える影響や、当社の顧客、取引先、従
業員その他のステークホルダーとの関係についての方針を含む、買付者の当社経営への参画時における経営
方針、事業計画等の内容等の情報は、継続保有を検討する際の重要な判断材料となります。また、当社取締
役会が大規模な買付行為に対する意見を開示し、必要に応じて代替案を提示することにより、当該株主の皆
様は、双方の方針、意見等を比較考量することで、大規模な買付行為に応じるかどうかを適切に判断するこ
とが可能になります。
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②本プランの内容
当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、大規模買付行為が行われる場合には、大規模買付者
に対し、以下に定める「大規模買付ルール」を遵守していただくこととし、大規模買付者がこれを遵守しな
い場合、及び大規模買付行為が当社株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会と
して一定の措置を講じることにしました。
③大規模買付ルールの設定
当社取締役会としては、大規模買付者が大規模買付行為を行うに当たって遵守すべき手続である、「大規
模買付ルール」を予め提示し、大規模買付行為がかかるルールに従って行われることにより、株主の皆様に
対して、大規模買付者による買付提案に応ずるべきか否かを判断するために適切かつ十分な情報並びに期間
及び機会をご提供することを確保するとともに、買付提案の検証及び大規模買付者との交渉を行うことを通
じて、当社の企業価値及び当社株主共同の利益を確保することが可能となると考えます。この大規模買付ル
ールとは、①事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分な情報が提供され、②当社取締役会による
一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。
④大規模買付行為がなされた場合の対応方針
(ⅰ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
大規模買付者が意向表明書を提出しない場合、大規模買付者が大規模買付ルールに従った十分な情報提供
を行わない場合、大規模買付者が取締役会評価期間の経過前に大規模買付行為を開始する場合、株主意思確
認手続を経る場合に当該手続の完了前に大規模買付行為を開始する場合、その他大規模買付者が大規模買付
ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、当社株主共同の利益の保護を目的として、独立委員会の意
見を最大限尊重した上で、株主意思確認手続を経ることなく、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の
法律及び当社定款が取締役会の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。
(ⅱ）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合
大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為について、当社株主共同
の利益を保護するという観点から、株主の皆様に対し、このような買付行為を受け入れるかどうかの判断の
ために必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、さらには、代替案の提示を受
ける機会を保証することを目的とするものです。大規模買付ルールが遵守されている場合、大規模買付行為
に応じるかどうか又は対抗措置を発動するかどうかについては、大規模買付情報や当社が提示する大規模買
付行為に対する意見、代替案等をご検討の上、当社株主の皆様においてご判断いただくこととしております。
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しかしながら、例外的に、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していても、当社取締役会において、
弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家の意見も参考にし、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、
大規模買付行為が当社株主共同の利益を著しく損なう場合であると判断したときには、適時適切な開示を行
った上、（ⅰ）で述べた大規模買付行為に対する対抗措置をとることがあります。
(ⅲ) 対抗措置発動後の中止
当社取締役会は、本プランに従い対抗措置をとることを決定した後でも、①大規模買付者が大規模買付行
為を中止した場合や、②対抗措置をとる旨の決定の前提となった事実関係等に変動が生じ、当社株主共同の
利益を著しく損なわないと判断される場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動
の中止を決定することがあります。
(ⅳ) 独立委員会の設置及び役割
本プランにおいて、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、当社株主共同の利益を著しく損
なう場合に該当するかどうか、そして大規模買付行為に対し対抗措置をとるか否か及び発動を中止するかの
判断にあたっては、取締役会の判断の客観性、公正性及び合理性を担保するため、当社は、取締役会から独
立した組織として、独立委員会を設置し、かかる事項の評価・検討・審議を諮問することとし、当社取締役
会はその勧告を最大限尊重するものとします。独立委員会の委員は５名以内とし、当社の経営陣から独立し
ている社外取締役、社外監査役及び社外有識者を対象として選任するものとします。
(ⅴ) 対抗措置の発動又は不発動等についての取締役会の決定
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限に尊重した上で、対抗措置の発動又は不発動等に関する決議
を行うものとします。
(ⅵ) 株主意思確認手続
当社取締役会による本プランに従った対抗措置の発動が決議される場合、原則として株主意思確認総会の
開催、又は書面投票により、株主意思を直接確認することといたします。この場合、当社取締役会は、投票
基準日を確定するまでに、株主意思確認手続を、以下のⅰ）株主意思確認総会、又はⅱ）書面投票のいずれ
によって行うのかを決定するものとし、実務上必要とされる日数を勘案した上で、可能な限り速やかに株主
意思確認手続を実施します。
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ⅰ）株主意思確認総会
株主意思確認総会における株主意思の確認は、議決権の書面行使やインターネット上での行使を含めて、
総株主の議決権の３分の１以上を有する株主の皆様の出席があり、その議決権の過半数によって決するもの
とします。
株主意思確認総会の招集手続及び当該総会における議決権の行使方法は、法令及び当社定款に定める株主
総会の手続に準ずるものとします。なお、当社の株主総会は株主意思確認総会を兼ねることができます。
ⅱ）書面投票
書面投票による株主意思の確認は、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主の皆様の投票があり、そ
の議決権の過半数によって決するものとします。
書面投票による株主意思の確認を行う場合には、議決権を行使することのできる株主の皆様に対して、投
票すべき議案（大規模買付者による買付提案及び当該買付提案に対する当社取締役会の見解並びに代替案を
添付します。）、投票締切日、その他当社取締役会が定めた事項を記載した投票用紙を投票締切日の３週間前
までに株主の皆様に発送し、投票締切日までに当社に到達した投票用紙を有効票とみなします。
上記の株主意思確認総会又は書面投票において議決権を行使することのできる株主様は、当社取締役会が
定めた投票基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主様とします。また、株主意思確認手続の結果
については、判明次第速やかに開示するものとします。
⑤当社株主の皆様・投資家の皆様に与える影響等
対抗措置の発動によって、当社株主の皆様（大規模買付者を除きます。）が経済面や権利面で損失を被る
ような事態は想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及
び金融商品取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。対抗措置として考えられるもののうち、新株
予約権の無償割当てを行う場合には、当社取締役会で別途定めて公告する基準日における最終の株主名簿に
記録された株主に対し、その所有株式数に応じて新株予約権が割り当てられますので、株主の皆様が新株予
約権の割当てを受けるためには、当該基準日における最終の株主名簿に記録されている必要があります。ま
た、新株予約権の発行を行う場合には、所定の期間内に申込みをしていただくことも必要となります。さら
に、新株予約権を行使して株式を取得するためには、所定の期間内に一定の金額の払込みを完了していただ
く必要があります。ただし、当社が新株予約権を当社株式と引換えに取得できる旨の取得条項に従い新株予
約権の取得を行う場合には、当社取締役会が当該取得の対象とした新株予約権を保有する株主の皆様は、金
銭の払込みを要することなく、当社による新株予約権取得の対価として、当社株式の交付を受けることがで
きます。これらの手続の詳細につきましては、実際に新株予約権を発行又は取得することとなった際に、法
令及び東京証券取引所規則に基づき別途お知らせいたします。
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なお、いったん新株予約権の発行又は無償割当てを決議した場合であっても、当社は、上記④(ⅲ)に従い、
新株予約権の割当日又は無償割当ての効力発生日までに新株予約権の発行もしくは無償割当てを中止し、又
は新株予約権の割当日もしくは無償割当ての効力発生日後新株予約権の行使期間の初日の前日までに新株予
約権を無償にて取得する場合があります。これらの場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じませ
んので、当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の方は、株価の変動により
損害を被るおそれがあります。
⑥大規模買付ルールの有効期限
本プランの有効期限は、平成28年１月31日に終了する事業年度に係る定時株主総会の終結時までとしま
す。
なお、当社取締役会は、上記有効期限の満了前であっても、本プランの廃止又は修正を行うことがありま
す。ただし、第29回定時株主総会において株主の皆様からいただいたご承認の趣旨に反する本プランの修正
は行わないこととし、また、本プランの廃止又は修正については、当社取締役会は、独立委員会に諮問の
上、その助言・勧告を最大限尊重して行うこととします。また本プランについて廃止又は修正を行った場
合、当社取締役会は、速やかに情報開示を行います。
４）本方針についての取締役会の判断及びその判断に係る理由
当社は、本方針が上記１）に記載の基本方針に沿うものであり、以下の理由から、当社の企業価値・株主
共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しており
ます。
①本方針が基本方針に沿うものであること
当社は、本方針において以下の点を明記しており、本方針が上記１）の基本方針に沿って設計されたもの
であると考えております。
（ⅰ）大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供するこ
と、及び当社取締役会の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を開始することを求め、これを遵守しな
い大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあること。
（ⅱ）大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損
なうような不適切な大規模買付行為が行われる場合には、それに対して相当の対抗措置を発動することがあ
ること。
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②本プランが当社の株主共同の利益を損なうものではないこと
本プランは、上記１）に記載の基本方針の考え方並びに平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から
公表された「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」による三原則
（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原
則）、平成20年６月30日に経済産業省に設置された企業価値研究会により公表された「近時の諸環境の変化
を踏まえた買収防衛策の在り方」 及び東京証券取引所有価証券上場規程第440条に定められた買収防衛策
導入時の尊重義務（開示の十分性、透明性、流通市場への影響、株主の権利の尊重）に沿って、当社株主の
皆様が大量買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の代替案の提示を受ける機
会の提供をルール化しております。これにより、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うことが
できますので、本プランが、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資
するものと考えます。
③本プランが当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと
本プランにおいて、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、当社株主共同の利益を著しく損
なう場合に該当するかどうか、そして大規模買付行為に対し対抗措置をとるか否か及び発動を中止するかの
判断にあたっては、取締役会の判断の客観性、公正性及び合理性を担保するため、当社は、取締役会から独
立した組織として独立委員会を設置し、かかる事項の評価・検討・審議を諮問することとし、当社取締役会
はその勧告を最大限尊重するものとします。独立委員会の委員は５名以内とし、当社の経営陣から独立して
いる社外取締役、社外監査役及び社外有識者を対象として選任するものとしています。また、本プランの根
本的な要素として、当社株主に必要な情報を提供することを目的とし、大規模買付行為が行われた場合、こ
れに応じるかどうかは最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられております。以上により、本プランが当
社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明らかであると考えております。
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④本プランは株主の皆様の意思を最大限に尊重する仕組みとなっていること
本プランは以下の点において、当社株主の皆様の意思を最大限に尊重する仕組みとなっていると考えてお
ります。まず、本プランにおいて、当社取締役会は、対抗措置を発動することを決定した場合には、その是
非について株主の皆様の意思を確認することといたします。また、本プランは、第29回定時株主総会におけ
る株主の皆様のご承認の下に改定更新され、本プランの廃止又は修正について、株主の皆様からいただくご
承認の趣旨に反する本プランの修正は行いません。さらに、本プランは当社の株主総会で選任された取締役
で構成される取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株式を大量に買い付けた者
が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により本プランを廃止することが
可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもな
お、発動を阻止することができない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していな
いため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないた
め、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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連結株主資本等変動計算書（平成27年２月１日から平成28年１月31日まで）
（単位：千円）

　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成27年２月１日 残高 31,391,499 8,431,109 △7,032,369 △402,460 32,387,779
会計方針の変更による累積的影響額 △15 △4,452 △4,468

会計方針の変更を反映した当期首残高 31,391,499 8,431,093 △7,036,822 △402,460 32,383,310
連結会計年度中の変動額
新株の発行 7,994 7,994 15,989
当期純損失（△） △1,318,393 △1,318,393
自己株式の処分 16,093 16,093
連結範囲の変動に伴う剰余金の増減 △3,632 △3,632
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 7,994 7,994 △1,322,026 16,093 △1,289,943
平成28年１月31日 残高 31,399,494 8,439,088 △8,358,848 △386,367 31,093,367

その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

平成27年２月１日 残高 55,144 △2,041,765 △1,986,620 486,330 ― 30,887,489
会計方針の変更による累積的影響額 △4,468

会計方針の変更を反映した当期首残高 55,144 △2,041,765 △1,986,620 486,330 ― 30,883,020
連結会計年度中の変動額
新株の発行 15,989
当期純損失（△） △1,318,393
自己株式の処分 16,093
連結範囲の変動に伴う剰余金の増減 △3,632
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 1,297 △202,747 △201,450 △394,259 3,036 △592,674

連結会計年度中の変動額合計 1,297 △202,747 △201,450 △394,259 3,036 △1,882,617
平成28年１月31日 残高 56,441 △2,244,513 △2,188,071 92,070 3,036 29,000,402
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連 結 注 記 表
　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社
・主要な連結子会社の名称 アイピー・インフュージョン・インク

アイピー・インフュージョン・ソフトウェア・インディア
アクセス（北京）有限公司
アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハー
アクセス・ソウル
アクセス・エーピー・タイワン

当連結会計年度において、アクセス・エーピー・タイワンは新規設立したため、連結の範囲に含めております。
また、ピー・ティー・アクセス・アジア・パシフィック・インドネシアは保有株式を売却したことにより、アイピー・インフ
ュージョン・ヨーロッパ・ベー・フェー及びアクセス・システムズ・フランス・エス・ア・エスは清算が結了したため、それぞ
れ連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ３社
・主要な会社の名称 アイティアクセス株式会社

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
アイピー・インフュージョン・インク、アイピー・インフュージョン・ソフトウェア・インディア、アクセス（北京）有限公
司、アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハー、アクセス・ソウル、アクセス・エーピー・タイワンの決算日は12月31
日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。
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（5）会計処理基準に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 １）有価証券

その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社持分
相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券を加減す
る方法によっております。

　 ２）たな卸資産
商品及び製品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産 当社
　定率法によっております。
　但し、建物（建物附属を除く）は、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物： ８～24年
　 器具備品： ２～20年
在外連結子会社
　主として定額法を採用しております。

２）無形固定資産 定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３年）に基
づいて定額法によっております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準
１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

２）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。

３）受注損失引当金 ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込ま
れ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生見込額
を計上しております。
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４）事業構造改善引当金 事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積もられる金額を
計上しております。

５）株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式または金銭の給付に備えるため、当連結会計年度
末に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額はポイント付与総数に信託が
自社の株式を取得したときの株価を乗じて算定しております。

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法
当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。
なお、米国及び韓国における連結子会社は、確定拠出型の年金制度を設けております。

　 ⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
また、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に含めております。

　 ⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 消費税及び地方消費税の会計処理
　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（6）会計方針の変更
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用
　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）
を当連結会計年度より適用し、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を負債に計上して
おります。また、従業員に割り当てられたポイントに応じた株式数に、信託が自社の株式を取得したときの株価を乗じた金額を
基礎として、費用及びこれに対応する引当金を計上しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更による
累積的影響額を当連結会計年度の純資産の帳簿価額に反映しております。
　この結果、連結株主資本等変動計算書の資本剰余金及び利益剰余金の遡及適用後の期首残高がそれぞれ15千円、4,452千円減
少しております。
なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

　
退職給付に関する会計基準等の適用
　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び「退職
給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。)
を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用してお
りますが、当社は簡便法を適用しているため、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直しによる変更はありません。
　この結果、当連結会計年度の損益及び利益剰余金に与える影響はありません。
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（7）未適用の会計基準等
・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)
・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)
・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)
・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成25年９月13日)
・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日)
・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日)
① 概要
　本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、
②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫定的な会計処理の取扱い
を中心に改正されたものです。
② 適用予定日
　平成29年１月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成29年１月期の期首以後実施さ
れる企業結合から適用予定です。
③ 当該会計基準等の適用による影響
　影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成27年12月28日）
① 概要
　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監
査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組みを基本的に
踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。
1)（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
2) (分類２）及び（分類３）に係る分類の要件
3)（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い
4)（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い
5)（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

② 適用予定日
　平成30年１月期の期首より適用予定です。
③ 当該会計基準等の適用による影響
　影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。
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（8）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、平成24年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以
下、本制度）を平成24年７月１日より導入しております。
①取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式または金銭を給付する仕組
みです。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式または金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、あらかじ
め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計期間末377,610千円 652,300株であります。
　
（法人税率の変更等による影響）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２
号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率が変更されることとなり
ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成28年２月１日に開始する連結
会計年度に解消が見込まれる一時差異については、35.50％から33.06%に、平成29年２月１日以降に開始する連結会計年度
に解消が見込まれる一時差異については、32.26％に変更されました。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 受注損失引当金
損失が見込まれる受注製作のソフトウェア開発契約に係るたな卸資産は、これに対応する受注損失引当金16,617千円（うち、仕

掛品に係る受注損失引当金16,617千円）を相殺表示しております。
　

（2）有形固定資産の減価償却累計額 837,943千円
　
３．連結損益計算書に関する注記
(1) 固定資産売却益
固定資産売却益は、器具備品の売却によるものであります。

(2) 未払費用戻入益
未払費用戻入益は、連結子会社であるアクセス・システムズ・フランス・エス・ア・エスにおいて見積計上していた、従業員の整

理解雇に伴う特別退職金に関する訴訟損失の戻入益として計上しております。
(3) 減損損失
当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

アクセス・ソウル(韓国 ソウル) 事務所用設備

建物 157

工具、器具及び備品 6,864

ソフトウェア 89
当社グループは、当社資産については管理会計上の事業区分を基準に、子会社資産については子会社ごとにグルーピングの単位
としております。
アクセス・ソウルは、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっているため、当該資産の使用価値を零とし、帳簿価額
の全額である7,111千円を減損損失として計上しております。
(4) 事業構造改善費用
事業構造改善費用は、当社での組織・業務改革を進めたことに伴って発生した減損損失1,509,536千円、事務所移転費用69,263

千円、特別退職金37,546千円、その他40,500千円であります。
この事業構造改善費用には、事業構造改善引当金繰入額56,875千円が含まれております。
なお、事業構造改善費用として計上した減損損失の内訳は次のとおりであります。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

提出会社（千葉県） 事務所用設備
建物 708,202

土地 801,333
当社の事務所用設備について、本社の移転及び幕張オフィスの譲渡を決定したことにより、帳簿価額を回収可能価額

（1,067,910千円）まで減額し、当該減少額（1,509,536千円）を事業構造改善費用に含めて特別損失として計上しております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、不動産売買契約に基づいた金額により算定しております。

定時株主総会招集通知/別冊/WEB開示分 （宝印刷）  2016年03月28日 15時40分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 21 ―

(5) 関係会社整理損
関係会社整理損は、連結子会社であるピー・ティー・アクセス・アジア・パシフィック・インドネシアの事業撤退に伴い生じた損

失として計上しております。
(6) 特別退職金
特別退職金は、海外子会社の事業再編に伴う諸経費及び退職者への割増退職金であり、既に発生した費用または今後発生が見込ま

れる費用を特別退職金として計上しております。
　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 39,203,100株 30,000 ― 39,233,100株
　(注)普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
　
（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 681,246株 ― 27,800 653,446株
　(注)普通株式の自己株式の株式数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が有する株式の給付及び売却によるも

のであります。
　
（3）剰余金の配当に関する事項
　 該当事項はありません。
　
（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　

平成18年新株予約権 平成19年新株予約権 平成21年新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 3,300株 4,700株 8,500株

新株予約権の残高 18,363千円（注） 13,154千円 12,673千円
　

平成24年新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 90,000株

新株予約権の残高 47,879千円
　

（注）米国子会社役員及び従業員に付与した新株予約権（ストックオプション）を米国会計基準に基づいて計上したものであります。
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５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社グループは資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定しております。ま
た、資金調達については、主に自己資金を充当する方針であります。デリバティブは、主に為替変動リスクを回避するために
利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内の与信管理規
定により、新規取引発生時に顧客の信用状況について調査を行い、社内審議・承認を徹底しております。また、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行うとともに、必要に応じて取引先の信用状況を確認し、リスクを低減しております。
有価証券は、ＭＭＦ等であり、安全性と流動性の高い金融商品であります。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や投資先の財務状況を把握し、保有の妥当性
を検証しております。
長期性定期預金は、満期日において元本金額が全額支払われる安全性が高い金融商品でありますが、デリバティブ内包型預
金で当該契約は金利の変動リスクを内包しておりますため、定期的に時価を把握する体制をとっております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、当社グループでは各社が月次で資金繰計画を作成するな
どの方法により、流動性リスクを管理しております。
デリバティブ取引につきましては投機的な取引を排除し、為替変動リスクの回避に限定して利用するとともに、信用リスク
を軽減するために、信用度の高い金融機関に限定して取引を行っております。なお、期末時点における取引残高はありませ
ん。

　 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
平成28年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 24,543,411 24,543,411 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,577,056 1,577,056 ―

　 貸倒引当金（＊） △40,245 △40,245 ―

1,536,810 1,536,810 ―

（3）有価証券 731,945 731,945 ―

（4）投資有価証券 15,900 15,900 ―

（5）長期性定期預金 2,000,000 2,039,760 39,760

資産計 28,828,068 28,867,828 39,760

（1）買掛金 115,071 115,071 ―

負債計 115,071 115,071 ―

デリバティブ取引 ― ― ―
　

　 （＊）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
　

　 （1）現金及び預金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （2）受取手形及び売掛金
これらの時価は、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっておりますが、算出した時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）有価証券
これらはＭＭＦ等であり短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

　 （4）投資有価証券
投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

　 （5）長期性定期預金
長期性定期預金はデリバティブ内包型預金であり、時価の算定は取引金融機関から提示された価格によっております。

負 債
　

　 （1）買掛金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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デリバティブ取引
　

当連結会計年度末において、取引残高はありません。
（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 218,627

投資事業組合への出資 487,723
　

これらについては、市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含めておりません。
　
６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 749円24銭
（2）１株当たり当期純損失 34円19銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託口に残存する自社の株式は、１株当たり当期純損失の算定上、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数か
ら控除する自己株式数に含めております。
　 期末の当該自己株式の数 653,446株 期中平均の当該自己株式の数 663,849株

　
７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
　
８．その他の注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（平成27年２月１日から平成28年１月31日まで）
（単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成27年２月１日 残高 31,391,499 31,098 8,400,011 8,431,109 △9,008,754 △9,008,754 △402,460 30,411,394

会計方針の変更による累積的影響額 △15 △15 △4,452 △4,452 △4,468

会計方針の変更を反映した当期首残高 31,391,499 31,098 8,399,995 8,431,093 △9,013,207 △9,013,207 △402,460 30,406,925

事業年度中の変動額

新株の発行 7,994 7,994 7,994 15,989

当期純損失（△） △1,786,009 △1,786,009 △1,786,009

自己株式の処分 16,093 16,093
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 7,994 7,994 － 7,994 △1,786,009 △1,786,009 16,093 △1,753,926

平成28年１月31日 残高 31,399,494 39,093 8,399,995 8,439,088 △10,799,216 △10,799,216 △386,367 28,652,999
　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成27年２月１日 残高 55,234 55,234 89,623 30,556,252

会計方針の変更による累積的影響額 △4,468

会計方針の変更を反映した当期首残高 55,234 55,234 89,623 30,551,783

事業年度中の変動額

新株の発行 15,989

当期純損失（△） △1,786,009

自己株式の処分 16,093
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 1,207 1,207 △15,915 △14,708

事業年度中の変動額合計 1,207 1,207 △15,915 △1,768,635

平成28年１月31日 残高 56,441 56,441 73,707 28,783,148
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個 別 注 記 表
　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

１）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
２）その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社
持分相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券
を加減する方法によっております。

　 ② たな卸資産
１）商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
２）仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ

り算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。

　但し、建物（建物附属設備を除く）は、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物： ８～24年
　 器具備品： ２～20年　 ② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３年）
に基づいて定額法によっております。

（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。

③ 受注損失引当金 ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込
まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生
見込額を計上しております。

④ 事業構造改善引当金 事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積もられる金
額を計上しております。

⑤ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式または金銭の給付に備えるため、当事業年度
末に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額はポイント付与総数に信
託が自社の株式を取得したときの株価を乗じて算定しております。

⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（日本
公認会計士協会 会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額
を退職給付債務とする方法）により、計上しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税及び地方消費税の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（6）会計方針の変更
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用
　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）
を当事業年度より適用し、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を負債に計上しており
ます。また、従業員に割り当てられたポイントに応じた株式数に、信託が自社の株式を取得したときの株価を乗じた金額を基礎
として、費用及びこれに対応する引当金を計上しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、会計方針の変更による累積
的影響額を当事業年度の純資産の帳簿価額に反映しております。
　この結果、株主資本等変動計算書の資本剰余金及び利益剰余金の遡及適用後の期首残高がそれぞれ15千円、4,452千円減少し
ております。
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退職給付に関する会計基準等の適用
　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び「退職
給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。)
を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用しておりま
すが、当社は簡便法を適用しているため、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直しによる変更はありません。
　この結果、当事業年度の損益及び利益剰余金に与える影響はありません。
　

（7）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、平成24年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以
下、本制度）を平成24年７月１日より導入しております。
①取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式または金銭を給付する仕組
みです。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式または金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、あらかじ
め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末377,610千円 652,300株であります。
　

（法人税率の変更等による影響）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２
号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率が変更されることとなりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成28年２月１日に開始する事業年度に解消
が見込まれる一時差異については、35.50％から33.06%に、平成29年２月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一
時差異については、32.26％に変更されました。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 379,932千円
　

（2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示しているものは除く）は、次のとおりであります。
① 短期金銭債権 178,777千円
② 短期金銭債務 75,441千円

　
３．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

関係会社整理損は、連結子会社であるピー・ティー・アクセス・アジア・パシフィック・インドネシアの事業撤退及び関連会社
である株式会社ストラトスフィアの清算に伴い生じた損失であります。

（2）関係会社との取引高
① 売上高 518,038千円
② 営業費用 163,411千円
③ 営業取引以外の取引高 277,281千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の数に関する事項
　

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 681,246株 ― 27,800株 653,446株
　(注)普通株式の自己株式の株式数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が有する株式の給付及び売却によるも

のであります。
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５．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（千円）
繰延税金資産
関係会社株式・出資金評価損否認 8,866,405
繰越欠損金 6,440,949
減損損失 107,688
貸倒引当金損金算入限度超過額 72,821
投資有価証券等評価損否認 58,196
未払費用否認 40,697
前払費用償却否認額 32,455
退職給付引当金否認額 30,185
株式報酬費用否認額 23,777
賞与引当金否認額 20,190
減価償却費限度超過額 5,835
売上原価否認額 5,213
その他 36,905
繰延税金資産小計 15,741,323
評価性引当額 △15,741,323
繰延税金資産合計 ―

　
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 26,928
繰延税金負債合計 26,928
繰延税金資産との相殺額 ―
繰延税金負債の純額 26,928
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６．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社及び関連会社等
　

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所 有
(被所有)割合

関 連
当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取引金額
（千 円） 科 目 期末残高

（千 円）

子会社 アクセス・ヨーロッパ・ゲ
ー・エム・ベー・ハー

直接
100％

役員の兼任
資金の貸付
当社製品の
販売

資金の貸付
(注１) ― 関係会社

長期貸付金 489,029

利息の受取
(注２) 3,913 その他流動資産（未収利息） 383

関連会社 アイティアクセス株式会社 直接
15％

役員の兼任
当社製品の
販売

当社ソフト
ウェアの販
売等(注３)

400,352 売掛金 25,911

（注）１．アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハーへの関係会社長期貸付金に対し、当事業年度に17,245千円の貸倒引当
金戻入益を計上し、当事業年度末に181,215千円の貸倒引当金を計上しております。

　 ２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
３．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

　
　

　
７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 744円16銭
（2）１株当たり当期純損失 46円31銭
　
８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
　
９．その他の注記
　該当事項はありません。
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〈メ モ 欄〉
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